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新型インフルエンザ等感染症により出勤することが著しく困難である

と認められる場合の休暇の取扱いについて（通知）

標記について、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成

１０年法律第１１４号）（以下「感染症予防法」という。）第６条第７項に規定する

新型インフルエンザ等感染症により出勤することが著しく困難であると認められる

場合の休暇の取扱いについて、人事院より別添のとおり通知されたので、防衛省に

おいても、下記の通り対応されたい。

記



１ 隊員が次に掲げる場合に該当するときは、自衛隊法施行規則（昭和２９年総理

府令第４０号）第４９条第１項第１４号の休暇（防衛大学校又は防衛医科大学校

の学生（防衛省設置法（昭和２９年法律第１６４号）第１６条第１項第３号の教

育訓練を受けている者を除く。）にあっては防衛大学校学生及び防衛医科大学校学

生の勤務時間及び休暇に関する訓令（昭和３０年防衛庁訓令第２号）第６条第１

項第７号の休暇、陸上自衛隊高等工科学校の生徒にあっては陸上自衛隊高等工科

学校の生徒の勤務時間及び休暇に関する訓令（平成２１年陸上自衛隊訓令第３３

号）第８条第１項第７号の休暇、自衛官候補生にあっては自衛官候補生の勤務時

間及び休暇に関する訓令（平成２２年防衛省訓令第２６号）第８条第１項第１２

号、非常勤隊員にあっては自衛官以外の隊員の勤務時間及び休暇に関する訓令（昭

和３７年防衛庁訓令第４３号）第９条第１項第４号の休暇、予備自衛官にあって

は予備自衛官の任免、服務、服装等に関する訓令（昭和３７年防衛庁訓令第１号）

第１８条第１項第４号の休暇、即応予備自衛官にあっては即応予備自衛官の任免、

服務、服装等に関する訓令（平成１０年陸上自衛隊訓令第１号）第１８条第１項

第４号の休暇、予備自衛官補にあっては予備自衛官補の任免、服務、服装等に関

する訓令（平成２８年防衛省訓令第４４号）第２２条第１項第４号の休暇）とし

て承認しても差し支えない。

また、一般職の職員が次に掲げる場合に該当するときは、人事院規則１５－１

４（職員の勤務時間、休日及び休暇）第２２条第１項第１７号の休暇（非常勤職

員にあっては、人事院規則１５－１５（非常勤職員の勤務時間及び休暇）第４条

第１項第４号の休暇）として承認しても差し支えない。

(1) 新型インフルエンザ等感染症（感染症予防法第６条第７項（第３号を除く。）

に規定する新型インフルエンザ等感染症をいう。以下同じ。）の病原体に感染し

たおそれのある者として、検疫法（昭和２６年法律第２０１号）第１６条第２

項に規定する停留の対象となった場合

(2) 感染症予防法第４４条の３第２項の規定に基づき、新型インフルエンザ等感

染症にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者として、当該者の居宅

又はこれに相当する場所から外出しないことを求められた場合及び当該感染症

の感染の防止に必要な協力を求められた場合（出勤することが著しく困難であ

ると認められる場合に限る。）

２ 隊員及び一般職の職員がインフルエンザ様症状を呈する場合については、病気

休暇の取得（出勤しようとする場合は、防衛省職員の健康管理に関する訓令（昭

和２９年防衛庁訓令第３１号）第１７条第１項第１号に基づく就業の禁止）とし

て取り扱うこととなるので、留意されたい。

添付書類：職職－１８１（平成２１年５月２０日）


